
長久手市地域生活支援事業実施要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第７７条の規定

に基づく地域生活支援事業の実施に関し必要な事項を定め、身体障害(児)者、

知的障害（児）者、精神障害（児）者、難病患者等（以下「障がい者等」と

いう。）がその有する能力及び適性に応じ、自立した日常生活又は社会生活

を営むことができるよう、地域の特性や利用者の状況に応じた柔軟な事業形

態による事業を効率的かつ効果的に実施することにより、もって障がい者等

の福祉の増進を図るとともに、障害の有無に関わらず住民が相互に人格と個

性を尊重し安心して暮らすことのできる地域社会の実現に寄与することを

目的とする。    

（定義） 

第２条 この要綱において障がい者等の定義は次のとおりとする。 

⑴ 身体障害者とは、身体障害者福祉法(昭和２４年法律第２８３号)第１５

条第４項に定める身体障害者手帳の交付を受けた者 

⑵ 知的障害者とは、療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２７日厚生省発児

第１５６号）に定める療育手帳の交付を受けた者 

⑶ 精神障害者とは、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５

年法律１２３号）第４５条第２項に定める精神障害者保健福祉手帳の交付

を受けた者又は法第５４条に定める自立支援医療受給者証（精神通院）の

支給認定を受けている者 

⑷ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第４条第２項に定める障害児 

⑸ 難病患者等とは、法第４条第１項に定める治療方法が確立していない疾

病その他の特殊の疾病であって政令で定めるものによる障がいの程度が厚

生労働大臣が定める程度である者 

⑹  医師により発達に障害があると診断された者 

（事業の内容） 

第３条 福祉事務所長は、厚生労働大臣が定める地域生活支援事業の実施につ



いて（平成１８年８月１日付け障発第００８０１００２号厚生労働省社会・

援護局障害福祉部長通知）に基づき、障がい者等が自立した日常生活又は社

会生活を営むために次の各号に掲げる事業を行うものとする。 

１ 相談支援事業 

 ア 相談支援事業 

イ 成年後見制度利用支援事業 

２ コミュニケーション支援事業 

ア 手話通訳者派遣事業 

  イ 要約筆記者派遣事業 

３ 日常生活用具給付等事業 

４ 移動支援事業 

５ 地域活動支援センター事業 

６ その他の事業 

  ア 訪問入浴サービス事業 

イ 日中一時支援事業 

  ウ 身体障がい者自動車運転免許取得費助成事業 

  エ 身体障がい者用自動車改造費助成事業 

オ 手話奉仕員養成研修事業 

カ 要約筆記奉仕員養成研修事業 

キ 理解促進事業 

ク 自発的活動支援事業 

（委託） 

第４条 福祉事務所長は、前条に掲げる事業の全部又は一部を社会福祉法人、

公益法人、特定非営利活動法人等の団体（以下｢団体等｣という。）に委託す

ることができるものとする。 

２ 事業を委託する場合は、事業委託を受けようとする団体等（以下｢事業提

供者｣という。）より地域生活支援事業指定申請書（様式第１－１号）を提出

させ、その適否を決定し、地域生活支援事業指定決定・却下通知書（様式第

１－２号）により、事業提供者に対して通知する。 

３ 福祉事務所長は、事業提供者が次の各号のいずれかに該当するときは、地



域生活支援事業指定取消通知書（様式第１－３号）により、事業提供者に対

して通知する。 

⑴ 事業提供者の申し出があったとき。 

⑵ 事業の遂行に支障があり、又はこれに堪えないとき。 

⑶ 事業活動を怠り、又は事業提供者としての義務に違反したとき。 

⑷ 事業提供者としてふさわしくない行為のあったとき。 

４ 事業提供者は、第一項による地域生活支援事業指定申請書の内容に変更が

生じた場合は、速やかに地域生活支援事業指定変更届（様式第１－４号）を

提出しなければならない。 

（不正利得の返還） 

第５条 次の各号のいずれかに該当する場合は、既に支給した事業費の一部又

は全部を返還させることができる。 

⑴ 申請書、請求書等提出書類に虚偽の事項を記載した場合 

⑵ その他地域生活支援事業の取得に関し、不正な行為があった場合 

（委任） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、

福祉事務所長が別に定める。 

附 則 

 この要綱は、平成１８年１０月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２０年８月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２４年１月４日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

   附 則 



 この要綱は、平成２７年１月１日から施行する。 

   附則 

 この要綱は、平成２７年７月１日から施行する。 

  

 

 


